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     Recently on-line information services, such as data base  services, have been 

growing favorably in the business  area. But many challenges to those in the living area 
have'nt succeeded in many countries except in a few  cases. At the beginning of this  year, 

a certain business of this kind in Japan using a comparably large scale facsimile network 

was obliged to stop its main services after two years' run. Conditions for the success in 

the living area seem to be fairly different from those in the business one, and it becomes 

important that those conditions for success are made  clear. In this paper instructions for 

success of business of living-oriented information services are discussed by investigation 

and comparison of conditions between successful cases and unsuccessful ones.

は じめに

情報化社会の進展が主張され、ニューメディアの出現があ り、われわれが 自由に情報 を入手 し、

かつ利用できるようになると言われて きた。 たしかにビジネス分野ではその様なサー ビスは様々

に成長 しつつ ある。 しかし生活分野については、ニュー メディア利用の情報提供サー ビス事業は

必ずしも思わしくは進んでいない。例えばキャプテンの不振は相変わらず関係者の頭痛の種 であ

るし、し最近オープンした都市型ケーブルテレビは全般に停滞:気味で、さらに93年2月 には生活指

向の情報サー ビス提供事業 を標榜 した大和運輸の伝言FAXの サー ビスが事業縮小に追い込まれ、

事業の難 しさを印象づけた。しかしこの様な停滞や撤退が様々にあ りなが らも、 この種のサービ

ス事業の問題点や成長のための条件等の検討 はあまり明らかにはされていない。そこで本報告で

は、停滞例や成功例 を見ながら、この種のサービス事業が成功す るための条件 を考察する。

1.先 行事業事例に見る成長 と停滞の構図

生活指向の情報サービスの代表例は ビデオテックス(VTX)で あり、1980年 代の世界先進各

国の高度情報化フィーバーのなかでサー ビスの事業が多数生まれた。 しか しその後の展開では、

その殆 どが停止ないしは停滞気味であ り、 日本のキャプテンも停滞例の一つ となっている。 しか
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し中には例外的にサービスが活発化 し、成長しているものがある。

ここでは成長例 としてフランスのテレテル、米国のプ ロディジーを取 り上げ、また停滞例 とし

て日本のキャプテンを取 り上げ、サービスを成立させている構造を相互比較して、成長 と停滞の

構図を整理す る。なおそれぞれの事業の概略の経緯は別の文献(1.～8.)に 委ねる。

(1)情 報サービス事業の成立のための諸要因
一般に生活指向の情報サー ビスの提供に関連 しているセクターは様々にある。情報サービスの

デー タ ・ベースや様々なサー ビス実現のコンピュータを運転 ・維持す る情報センター事業者がそ

の中心であ り、情報センターに提供/販 売する情報を登録する多種のIP(lnfomationProvider)

事業者、情報センター と利用者の間の情報伝送を行 う電気通信事業者、利用者が使 う端末を生産

/販 売するメーカーの合計で4者 が関与す る。また電気通信事業は通常は国の規制事業であるた

め、行政機 関もしば しば関与する。この4者 ないしは5者 の協力で初めて情報サー ビス事業が成

立す ると言 う複雑 な関係がある。

利用者は上記の諸セ クターの協力で作 られた事業の土俵に乗って、市場メカニズムでサー ビス

を利用することになる。利用 してもいいが、利用 しな くてもいい、 と言う立場である。 ところで

上記の協力諸セ クターの中ではIPも 利用者 と類似 した立場である。情報登録がメ リッ トを生む

ならIPは 情報センターに情報 を登録 して もいいが、生みそうもないなら登録 しな くてもいい。

したが って利用者 とIPが任意の参入者 と見 ることが出来 る。すると情報センター事業者、電気

通信事業者 と行政機 関、 メーカーが情報サービスの土俵 を作 り、IPと 利用者がその土俵の上で

踊 る、 と言 うように理解できる。大勢が踊って くれればサービスは成長し、そうでなければサー

ビスは停滞する。

この様 に見て くると、土俵 を作 るセクターが踊る条件 を与えるわけであるか ら、踊る条件の善

し悪 しが成長の可否を決めると見るのが自然である。そこで土俵 を作 るセクターが与える条件 と、

その結果 として生 じる市場状況を分けて、様々な相互関係 を整理すると、図1の 様になる。表1

にIPと 利用者への条件の概略 を説明 している。図の概略は次の様になっている。

IPが 情報サー ビス事業に参入して良好な業績(利 益)を 上 げるには、相応 した情報 ソフ ト開

発の努力(⑫)が なされねばならないが、その様な努力集中が促進 される背景 としては、努力が

報われる仕組みが必要である。その一つは、成功報酬的な収入構造(①)(情 報提供はベンチャー

的事業であ る)と 参入 コス ト(②)(接 続技術が参入 コス トを左右す る)が 低 く、その結果IPが

参入しやすい(⑦)仕 組みになってお り、さらに第二に、既に情報センターへの利用ア クセスが

多 く(⑪)、 自分が提供する情報が利用 され る可能性が高いことが必要である。この様な状況下

でIPは 参入 の努力 をし、その結果情報センターには様々な情報 ソフ トが蓄積(⑬)さ れ ること

になる。

ところで情報センターへの利用アクセスが多 く(⑪)な るためには、図1に 示すように、3つ

の状況が生 まれていることが必要である。その一つは利用者のアクセスのし易 さ(⑧)で ある。

このためには端末の操作性が容易(③)で 、かつ料金が妥当な水準(④)で なければならない。

また第二に、情報センターにアクセス可能な端末が、既に多 くの利用者に所有(⑩)さ れていな

ければならない。さらに第三に、情報センターには利用者にとって価値のある多種 ・多量の情報

ソフ トが蓄積(⑬)さ れていなければならない。

次に端末総数(⑩)が 多くなるためには、毎年端末が増加(⑨)せ ねばならない。そのために
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図1情 報サービスの成長を左右する諸要因

一供給者による利用条件とサー ビス市場の状況 一

表1情 報サービスの供給者による利用条件

項 目 内 容

(IP)へ の条件

①収入構造 IPの 収 入(情 報料等)の 仕組みやIPと しての参加の メリット

②技術条件 IPが 陦報登録や課金の際に必要 となる設備の技術

(利用者への条件)

③操作容易性 キーボー ド操作、案内のソフ トウェア、代行徴収等の操作性 と利便性

④使用料水準 通信料、セ ンター利用料などの使用料

⑤端末価格 アクセスに利用する端末価格

⑥ネッ トワーク整備 利用回線の有無、接続可能性
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は端末価格(⑤)が 妥当な水準で、かつ端末接続をす る通信ネッ トワーク(⑥)が 整備 されてい

なければならず、さらに利用者に とって魅力的な情報 ソフ トが用意(⑬)さ れていなければなら

ない。

この様に見て くると、市場状況にある項目はどれも、他の項 目への原因であると同時に結果で

もあると言 う、かな り複雑な関係、厂鶏 と卵」の関係の連鎖、にあることが分か る。 したがって

事態が好循環的に推移すれば成長す るが、通常はその様にはなりに くく、何時までも悪循環的に

停滞すると言う状況にな りやすい。さらに複雑さを増 している点は、原因 とその結果が参加 して

いるどれかの一つのセクターには閉 じず、全部セクター間に跨る状況 となることである。このた

めに通常は対応策が非常に打ちに くくなる。

この様な事業が成功す るためには、関連セクターの協力体制を強化する仕組み(例 えば損得が

共有される仕組み)と か一つのセ クターが幅広い範囲を手がけるなどの体制面の仕組みの工夫 と、

「鶏 と卵」の悪循環 を断ち切るための事業の戦略性が必要になる。 この戦略性によって最初の立

ち上が りが確保 され、次の発展の基礎が作 られる必要がある。

(2)テ レテルの場合

テレテルは1983年 にフランスが電子電話帳サー ビスを中核 としてスター トさせ たVTXサ ービ

スであり、電話番号案内サービスの合理化 に留まらず、フランスの情報通信産業戦略の一翼 を担

うテレマティーク事業の代表例 として、政策的に開始 された。そして現在では電子電話帳以外に、

レジャー ・ゲーム、一般情報サービス、生活実用サービス、電子メール、金融サービス、専門家

向け情報サービスなど、様々な情報サー ビスが成長 し、加入者数は約600万 で、電話加入者数(約

2500万)の 約30%に まで成長 している。 この様に成長した要因を図1に 示 した構図に したがって

以下にまとめる。

1.汎 用端末大量無償貸与

これが もっとも大胆な戦略であった。 フランス電気通信事業の独 占事業体であるフランス ・テ

レコムがテレテルの事業者であるが、フランス ・テレコムは電子電話帳利用の促進のため、電話

帳配布 と引き換えに大量のテレテル用端末 ミニテルを無償貸与で配布 した。配布数 は、30～60万

台/年 程度のペースで、現在までに500万 台程度配布されたと見 られ る(⑨ 、⑩)。 市場 メカニズ

ムによる端末普及でな く、政策的 ・戦略的に配布 された点が最 も大 きく事業成長に貢献 し、効果

的であったと見 られている。調達価格は1,500フ ラン/台 の水準 と見 られ、相当な規模の初期投

資がなされた。また無償端末以外に、100万 台程度のより高機能の端末が市場で購入され(⑨)、

利用されていると見 られる。

しか もミニテル端末は、 日本のNTTが ほぼ同 じ目的で25万 台を無償貸与 した電話番号検索専

用の端末であるANGELNOTE(番 号検索のみ利用可能)と は異なり、用途が電子電話帳検索

に限定されているわけではなく、他のテレテル ・サービスの全てにア クセス出来る汎用性(③)

を備え、 またアクセスを促進 し、 これにより情報通信産業の育成を意図していた。

II.全 国均一料金ネッ トワ7ク 整備

ネ ッ トワー クではデータ通信のパケッ ト網であるTRANSPACの 全国均一料金利用を実現 し

た(⑥)こ と。このため遠近格差がな くなり、ユーザ ・メリットのあるアクセス法 と利用料金が

実現 された。実際にフランス国内の どのIPに アクセスして も、通信料は1時 間400円 程度の従量

制料金 を実現している。
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III.サ ー ビス料徴収法整備

キオスク方式の料金徴収法(日 本のダイヤルQ2と 同様)を 初期から整備 し、サー ビスに係 わ

る通信料、情報料がキャリアに代行徴収 され、IPと 利用者の料金処理が著 しく簡単化(①)さ

れ、参入/利 用が促進 された。さらにフランス ・テレコムは情報料水準の低いサー ビス(最 もポ

ピュラー)の 場合は代行徴収の手数料 を取 らず、IPへ の還元 を増加 させ、IPの 参入意欲 を高め

た。電気通信が装置産業であ り、市内網の稼働率向上が収益性改善の最大の課題であることを考

えれば、新規通信需要 を作 り出すIPへ の還元増加策は、通信事業者 とIPの 双方での利益の共有

と言 う相乗効果をもたらすものである。

1V.情 報センター開設の促進

フランス ・テレコムは端末利用の主 目的の情報ソフ トとして、電子電話帳を用意 したが、同時

に新規IPの サー ビスへの参入 を促進するため、各IPが 独 自で情報センターを開設し、パケ ット

網 のTRANSPACに 接続す ることを許容 した。 またそこで採用 したプロ トコルのX.25は 広 く普

及した一般的なプロ トコルであるため、センター設備は簡単化 ・低価格化が可能(②)で 、 これ

によ り多 くの弱小IPも 参入 し、工夫をこらしたサー ビスが実現 された。 またテレテル ・サー ビ

スは、開業後には事業者が意図したデー タ ・べ一スや トランザ クションのサービスから、ユーザ

意向の強いコミュニケー ション ・サー ビスへ事業のウェイ トを大 きく変えることになるが、その

様 な局面でのIPの 参入を促進 し、事業の柔軟な発展を促進するものとなった。

以上の要因 とサービス成長の関係を、好循環的プロセス として理解することが出来 る。すなわ

ち、汎用端末 を多数普及(⑨ 、⑩)さ せて電子電話帳(情 報サー ビスの一つ)へ のアクセス を促

進 したが、 同時にIPの 参入 も促進 し、TRANSPAC経 由でアクセス可能な多種 ・多様 な情報 ソ

フ トの蓄積(⑬)を 高め、それがまた加入者の増大 とIPの 参入を促進するとい うプロセスであ

る。この様にしてテレテル ・サービスの成長が実現 した。

なお端末無償配布の コス トは、様々なサービスの成長や通信料金増収の動向か ら、今世紀中に

はキャンセル出来る見通 しにあると見 られている。また電子電話帳サービス も、テレテル ・サー

ビスの普及があってはじめて多 く利用されるもの となったことを忘れることはできない。

(3)プ ロディジーの場合

プロディジー(PRODIGY)と は、1988年 か らIBMと シアーズ ・mバ ックが共同で開始 した

VTXサ ー ビスで、多くの事業が失敗 ・中止に至った米国の中で、例外的に成功の途 を歩みつつ

あ り、現在登録ID数 は約200万 に上るほどに成長 している。情報サービスとしては、ニュー ス、

ホームショッピング、レス トランやホテルのガイ ド、百科辞典、株価、各種予約など、広範に及

んでいる。

この様に成長 した要因を図1の 構図にしたがって以下にまとめ る。

1.既 存のPCを 端末に利用

米国のPCは 約5000万 台程度普及 してお り、その約85%はIBMな いしはIBMコ ンパチブルであ

り、その他がマッキン トッシュである。 このうち20%程 度に通信機能がついていると見 られる。

これらのPCと プロディジー用の通信 ソフ トで情報センターにアクセス可能 とし、 しか もキャン

ペー ンとして通信ソフ ト無料配布 を行 うなど、アクセス可能な端末 を増大(⑨ 、⑩)さ せた。こ

の様に利用可能な端末が多 く、しか も種類が少ないために、サー ビス提供側の端末サポー トが容
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易 となっている。

II.通 信ネッ トワークの充実

初期 には大都市に限定 してサービス提供 していたが、VAN事 業者BTタ イムネットと提携 し、

ほぼ全米 をカバーする様に した(⑥)。 このためアクセス範囲が非常に大 きくなった。これが市

内電話料金の定額制(④)と 相俟って、アクセス数の増大を生 じている。

III.ヒ ューマンインタフェースが特に優秀で操作容易

NAPLPSの プロ トコルによる画像情報サー ビスをしてお り、例えば画面中のファンクション

キーのマウスによる選択でサー ビスを選択す ることが出来 るなど、通常ではPCを 使い難い層も

取 り込める方式 を実現 した。またヘ ッドラインか らす ぐに関連するより深い情報へ入ることが出

来 るなど、操作性に工夫が凝 らされている(③)。 また他の文字データ ・べ一ス ・サー ビスと異

なり、見て楽 しい静止画像情報 も多 くあ り、これが利用者のアクセスを増加させていると言われ

ている。

N.市 内電話が定額料金制

米国の電話料金は近距離の場合は定額制が多 く、ネッ トワー ク利用が気軽に行 える。 またプロ

ディジーの料金 も約10ド ル/月 の定額で、利用者は気軽にアクセスする(③)こ とが出来る。

V.コ マーシャルの開発と情報充実

プロディジーの情報センターは、テレテルの場合 とは異な り、サー ビス事業者がIPを 兼ねて

情報センター事業 を実施 している。加入 ・基本料はあるが、情報料は基本的にはスポンサー収入

で賄われる。通常は画面の下部に数行の広告 を常に流 している。この部分は画面の情報部分 と別

途管理 されてお り、利用者のプロフィール と見ている情報ジャンルにより、視聴者に合 ったコマ
ー シャルが送出される。 しかもこの視聴者 リス トがスポンサーに提供される。このようにセグメ

ン ト化された新 コマー シャルを開発 し、PRの 確度 を高めてスポンサー収入を確保 し、 それを情

報 ソフトの制作に注力 し、品質の高い情報 ソフ トを蓄積(⑬)し ている。

以上の要因とサービス成長の関係を、テレテルの場合 と同様に、好循環的プロセスとして理解

することが出来る。す なわち、ソフ トウェア ・エ ミュ レー ションで既存PCを 端末化 し、利用可

能な端末 を増加(⑨ 、⑩)さ せた。またきめの細かいPRの 仕組みでスポンサー を確保 し、多

種 ・多数の情報ソフ トの制作 と蓄積(⑬)を 図った。それが端末数 とア クセス数 を増加(⑨ 、

⑪)さ せ、 さらにスポンサー収入を増加 させて、情報 ソフ トの蓄積 を増加(⑬)さ せ るというプ

ロセスである。この様にしてプロディジーのサービスの成長が実現されている。

ただ し初期の段階で通信 ソフ トを配布 し、情報ソフ トを蓄積 し、 自律的好循環のプロセスに必

要な水準 まで端末数(ク リティカル ・マス)と アクセス数 を増加 させ るための初期投資(Pa-

tientCapita1)は5億 ドルとも6億 ドルとも言われ、非常に巨額な投資を必要 としている。 とす

るとテレテルの場合の無償端末貸与に相当するのが、巨額な初期投資であり、その基礎 の上で情

報サービス事業が動 き出していると見 ることも出来 る。

(4)キ ャプテンの場合

キャプテンは 日本の ビデオテックス(VTX)サ ービスの代表例であ り、「21世紀に向けての情

報化社会実現の先兵 として、全国規模で、全国民を対象 とした、新たな情報通信サービスを実現

する」 ことを目的に、郵政省 とNTTの 肝 いりで1984年 に商用サー ビスが開始 された。それ以後
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9年 を経過 し、様々な成長促進のための努力がなされてきているが、加入者数(端 末数)は 前の

2例 と異なり、現在は約14万 程度に留 まり、停滞気味にある。この様 な状況にある要因を以下に

見ていく。 ・

1.端 末数が増えず情報ソフ ト蓄積が末進展の悪循環

当初20万 円程度であったキャプテンのアダプターは、現在は4万 円程度になっている。一昨年

からパ ソコン通信でのア クセスが実現 し、端末 コス トはPCと モデム所有者ならエ ミュレーショ

ン ・ソフ トだけ(5千 円～1万 円)に なっている。 また25万 台が無償貸与された電話番号検索端

末のANGELNOTEに エ ミュレーション ・ソフ トのICカ ー ドを付け(約1万 円)て 端末 として

利用できるようになった。様々な努力がなされ、その結果加入者は若干は増加 しつつあるが、順

調とは言い難い。

キャプテンのサービスは、当初は情報検索を主体 として、家庭向き百貨店的に 「何でもある」

サービス として企画 されたが、「何 でもある」サー ビスの情報企画の困難さが明白とな り、その

後専門特化型/パ ーソナル型の情報サー ビスが指向されている。過去の顕著な端末増加例 は、競

馬サービス、株ディー リング ・サービスの開始で、それぞれ約1万 加入増加 したと言われる。 こ

の点で見 ると、蓄積されている情報ソフ トが端末数 を決める、 と見 ることが出来る。 もしそうな

ら、結局他のメディアに較べて魅力ある情報 ソフ トが蓄積 されていない、 と言 うことになる。

またキャプテンは静止画情報をサービスする点に特徴があるが、現在 ではネットワーク機能 を

活用 したデータ通信 として、CUGの 受発注や予約業務などへの利用が伸びつつあると言われて

いる。 またIP数 や登録画画数 も全 センターでは増加 しつつあると言われ、漸増は期待 できる。

しか し情報蓄積不足→端末不足→情報蓄積不足の悪循環 を抜け出す クリティカル ・マスの状態へ

の到達は、出来るとしてもまだ大分授業料が必要 と見 られる。

II.成 長に逆行する初期路線

キャプテンの経緯を辿ってみると、様々な問題点が見えて くる。初期段階のムー ドの高揚期の

頃、アクセス可能な端末を増加 させねばならないのにビデオテックス網 とキャプテンプロ トコル

という固有技術 を使 うことにより、接続可能 な端末 を増加 させる方向をコス ト的にも技術的にも

誤ったことである。すなわちネッ トワー ク ・サービスの経済性確保で最 も大切なネットワークの

外部性を殺す方向を選んだことである。

同様にまた新規IPが 参入するに際 して、独 自センターを持てば高価 な画像変換設備や固有設

備が必要 とな り、中央の情報センター に登録すれば情報登録料の負担が大 きいな ど、IPの 参入

が難い/長 続きしない環境 を作 って しまったこともある。したがって付 き合 いで参入した初期の

IPに かわる新たなIPの 参入を促進す ることに難 しい面があった。

またコス トベースで設定 された初期の端末価格などは、現時点で見れば成功する筈のない状況

を作 っていたとすら言 うことが出来る。

総括的にみるとキャプテンは関係者の様々な努力によって、徐々に加入者は増加 しつつあると

は言え、 クリティカル ・マス突破の道の りは遠そうである。何 らかの大規模 なテコ入れが無いと、

メディア間競争の中で生 き残 るのは難 しいか もしれない。同 じネットワーク ・サー ビスでも、急

速に成長 したダイヤルQ2や 伝言ダイヤル と比較すると、成長条件の差はかな り明確である。こ

れらのサー ビスでは、端末は既に十分普及し、 日常的に利用されてユーズウェアが出来てお り、

さらにIPが 参入 し易 い条件が揃 っていた。 しか しキャプテンの場合 には、0か らのスター トで
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端末 とIPの 両方を増やさねばならないと言 う二重苦にある。世界各国のVTXの 苦戦は全部この

種の戦略性が欠落 したタイプであ り、勿論キャプテンだけの問題ではない。 しかし今後のネット

ワー クによる情報サー ビスのための多 くの教訓 を与 えて くれている。

2.伝 言FAXの 事業に見 る成長と停滞の構図

ファクシ ミリ(以 下FAX)を 利用 した情報サー ビスには生活指向 とビジネス指向の二種類が

ある。 ビジネス指向では、大手VAN会 社のFAX網 による商品カタログサー ビスがその代表例で

あるが、生活指向では大和運輸の伝言FAXの 他は、例えばスキー場案内の様なFAX端 末のポー

リング機能 を利用 した情報サービスである。伝言FAXは これら既存のサー ビスと較べ ると、最

大規模の事業 としての挑戦である。

伝言FAXの サー ビスは90年11月 にまずスター トした。最初は伝言のサー ビスか ら始めている

が、事業の到達 目標は 「生活者向けの情報交換(パ ソコン通信的)」 に置いてお り、FAXに よる

「情報の必要 な人への メールサービス」 と 「特定の人同士のFAXに よるコ ミュニケーション」

がサービスの基本的なコンセプ トである。なぜFAXか と言 う点については、誰でも使 える操作

容易性 を重視 し、 また今後の端末普及の進展 を予想 した選択 とのことである。

(1)サ ー ビスの内容

伝 言FAXが 提 供 して いたサー ビス と料金 を表1に 示 す。サ ー ビスに は3種 類 が ある。まず 「掲

示板 サ ー ビ ス」 で あ るが、 これは セ ンター の ホス ト ・コンピュー タに用 意 され てい る記 憶用 の

BOXにIP(伝 言FAXで は情 報提 供者 をIP:InformationPitcherと ロ乎ぶ。通常 のIP:Information

providerと 同様)がFAX端 末 か ら情報 を登録 し、IC(伝 言FAXで は情報 入手者 をIC:Information

Catcherと 呼 ぶ)が そのBOX番 号 を使 ってFAX端 末 に蓄積情 報 を出力 させ るサー ビスで ある。

広告 や グルー プ間 の連 絡等 に有効 と見 られ る。IPは1カ 月契約 でBOXを 借 りて情報 を登 録 し、

登録 され て い る情 報 は 「情報 メニ ュー 」(注1)と 言 う伝 言FAXの 告 知雑 誌 でFAX所 有 者 に伝

表1サ ー ビスの種類 と料金(1992.7時 点)

料 金

サービス
BOX開 設料

登録料 取出料 情報料

IPの 負担 ユーザ負担 IPの 負担 IPの 収 入

掲示板 10,000円/月
3分 間約130円

(ダイヤルQ2)

3分 間約130円

(ダイヤルQ2)
な し なし

情報板 10,000円/月
3分 間約130円

(ダイヤルQ2)

3分 間約240円

(ダイヤルQ2)
な し 1回100円

伝言板 な し
3分 間約130円

(ダイヤルQ2)

3分 間約130円

(ダイヤルQ2)
な し なし

(注1)「 情報メニュー」

情報メニュー とは、A4版40ペ ージ余のサイズの、蓄積情報の告知のための雑誌で、提示板や

情報板のサー ビスのために登録 されている情報の内容 とBOX番 号を記載 している。PR付 きの住

所録の様なものである。毎月1回60万 部印刷され、コンビニや宅急便荷受け所 に置かれた り、宅

急便 ドライバーがFAX所 有者宅に配布 していた。
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③情報 メニユー②告知 ・宣伝の受付

・1情報 メニユ

①B・X申 込み ・鰍 ↓

伝言FAXセ ン

→[亟}一

⑤蓄積

IP

T→ 圃 ④登録

⑧情報料支払い

⑤配布

情報料回収

⑥取り出し
→[FAX]→Ic

⑦情報料回収

図1情 報板サービスの仕組み

えられる。ちなみに 「情報メニュー」は毎月約60万 部が様々なルー トを通 じて配布 されていた。

次の 「情報板サー ビス」は、情報の蓄積 ・検索は掲示板 と同じ仕組みであるが、ICは システ

ムの使用料だけでな く、情報使用料 も伝 言FAXの 会社 に支払い、その結果IPは 情報料収入を得

ることが出来 るサービスである。ホス ト・コンピュー タに蓄積される情報は、他に売られるため

に用意 され る情報であり、IPは 伝言FAXの システムを使 って情報提供ビジネスをすることが出

来る。このサービスの仕組 を図1に 示す。

最後の 「伝言板サー ビス」では、IPは 任意の番号のBOXに 伝えたい情報の原稿 を登録 し、IC

にこのBOX番 号 を知 らせ、ICは 情報 を取 り出す ことが出来 る。 この原稿 は前の2つ のサービス

の場合の蓄積期間1カ 月とは異な り、24時 間だけ蓄積されてお り、この間なら何回でも取 り出す

ことが出来る。つまり1対1の 通信だけでな く、1対 多の通信にも利用することが出来 るように

なっている。

前述したように、伝言板サービスは90年11月 に開始 され、引 き続 き掲示板サー ビスは91年4月 、

情報板サー ビスは同年11月 に開始され、取 りあえずはサービス対象 を関東地方に限定 し、将来的

には地域を拡大することが考えられていた。

IPの 登録料やICの 情報使用料の回収のためには、一般のFAX端 末からセンターにアクセスす

る場合 にはダイヤルQ2が 使用 され、または専用FAX(大 和運輸が伝言FAXサ ービスの販売促進

のためにコンビニエンスや宅急便荷受け所 に設置 した延べ5000台 のFAX端 末)で センターにア

クセスす る様 になっている。 また利用に際 してICが 支払う料金は次のようになってお り、IPの

情報料収入は約100円/B4で ある。

①伝言板サービス 入出力130円/B4(一 日のBOX貸 し)

②掲示板サービス 出力130円/B41P情 報料収入無(月 単位BOX貸 し+告 知で(1万 円/月))

③情報板サービス 出力240円/B41P情 報料収入有(月 単位BOX貸 し+告 知で(1万 円/月))

(2)シ ステムの構成

システムの概略構成を図3に 示す。アクセスポイン トは関東地方9ケ 所設けられてお り、ネ ッ

トワー クはヤマ ト運輸のVANの 専用回線を強化(FAXは データに較べて容量が大 きい)し て利

用 している。センターのホス ト・コンピュー タにはこのサービスのための専用マシンを用意 して

システムを構築 している。BOX数 は最大数は10万 で、回線数は一般第二種の制限で500回 線にし
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てあるが、最大では15,000回 線まで可能 となっている。かなり大がか りなセンターのシステムが

構築 されている。

端末か らのアクセスは、専用FAX(コ ンビニ、大和運輸荷受所設置)か らはフ リーダイヤル

経由(ア クセス管理機能 を利用)で 、一般FAX(家 庭、企業)か らはダイヤルQ2(課 金のた

め)で 、VANの アクセス ・ポイン トに接続 し、音声応答装置を経てホス ト・コンピュータへ接

続している。

公

衆

電

話

網

← 一 ア クセ ス・ポイン トー一一一一→

音声応答装置

音声応答装置

ファクシミリ

交換装置

INSネ ッ ト

TD

高速ディジタル

専用回線

TDM

ホスト

コンピュータ

TANDEM

CYCLONE

VLX

フ リーダイヤル凾 ダイヤルQ2
一般FAX

蓄積

原稿

データ

図3伝 言FAXの システム構成

(3)普 及促進の方策

伝言FAXの 利用の普及促進のため、以下の方策が採 られた。

①サー ビス利用の呼び水 として、5000台 の専用FAXを 関東地方のコンビニ とヤマ ト運輸荷受け

所に設置 し、FAX利 用 を促進するとともに、家庭でのFAX普 及の遅れ をカバーしようとした。

②蓄積情報の告知のための 厂情報メニュー」を毎月配布。現在は60万 部で、 コンビニや宅急便荷

受け所、その他大和運輸 ドライバーが家庭FAX所 有者 を調べて配布(10万 台も発見 している

とのこと)し ており、全FAX所 有者への配布を目指 していた。

③IP募 集のための告知 を新聞で2回/月 広告 している。毎回700～800件/回 の反響有 り。 また

テレビコマーシャルでもシステムの告知 をしていた。

(4)利 用状況 と問題点

開業後約2年4ケ 月を経た93年2月 末で掲示板サービスと情報版サービスを中止 し、サービス

を縮小 したが、その途中の約2年 を経過 した段階、サービスが揃 って約1年 の時点では、利用状

況はおおよそ次のようになっていた。なおこの時点で も知名度等の点ではまだPR段 階 とされて

いた。

①人気情報は、 カーレースのF1情 報、ラジオの リスナーサー ビス、タレン ト情報、アニメ、ゲ
ーム、バ イク、 ギャンブル(競 輪、競馬等)、天気予報の順。

②登録 されているBOX数 は、大体2000程 度で推移 している。最大10万 の能力であるか ら、能力

の2%程 度の稼働状況である。
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③ア クセス頻度は、F1の 情報サービスでは最大20万 コール/時 間 とい うこともあったが、それ

以外では多いときで2500コ ール/時 間の水準である。

④伝言板のアクセスは500件/日 の水準にある。内容は定かでない。

次に問題点 をまとめる。伝言FAXのF1情 報が大 当た りしたと言 うのは、この業界ではよく

知られていることである。 また産地情報の紹介など、地味な分野でも評価を獲得 しつつあり、派

手さと地味な分野で成果 を上げつつあったが、問題 も多 くあった様である。

①システムの利用度数が低 く、採算性が悪い。事業 としては困難。

全体の利用状況か らみると、アクセス数は少ない。情報サービスのシステムのペ イラインは定

かでないが、登録 されているBOXの 数がキャパシティの2%の 水準にあると言う点でみても、

採算性はかなり厳 しい状況にあったと見 られる。

②知名度は高いが、利用法はあまり知 られていない。

③ ミニ コミ情報指向だが、 この方式の情報ニーズと告知法が捉えきれない。

④メディア間競争(パ ソコン通信、新聞、放送)へ の対応や、F1情 報提供では成功 したメディ

ア ミックス的対応法が うまく整理できていない。

⑤音声応答での操作指示は トラブルが多い。成功 と同数のエラーアクセスあり、回線占有時間が

長び く。平均120秒 。従って多いときでは音声応答装置までは5000コ ール/時 間のアクセスが

あり、半数 きりアクセスに成功していないこととなる。この誤 り率は改善可能だが、30%以 下

にするのは困難 とのことで、音声応答はシステム運用上の基本的な問題をはらんでいる。

⑥FAX普 及台数が少ない。

⑦IPの 変更が多 く、30%/3月 の割合で変わる。ただし20%/月 で増加 している。

(5)伝 言FAXの 成長を左右する諸要因

ここでは今 まで述べてきた伝言FAXに 関す る動向を、図1に 示 した構図の観点か ら整理する。

1.利 用可能な端末数が少ない

情報提供 の端末 としてFAXへ の期待が高いのは、 なんと言ってもFAXの 利用の簡便性にある。

他方、FAXを 一般消費者むけの情報提供 に利用す るに際 しての最大の問題 は、一般家庭への普

及率の低 さにある。FAXの 普及台数は600万 台程度だが、殆どは事業所端末であり、家庭用の普

及率は低 い(⑨ 、⑩)。 そのためにサー ビスの呼び水効果を狙 って5000台 もの専用端末 を事業者

が配布 しているが、願わくば数百万台の家庭端末が存在 して欲 しいサービス環境に対 し、5000台

程度の共通利用の端末の設置は、焼け石に水的な面がある。

II.蓄 積すべき情報ソフ トが不明

FAX端 末不足の問題は、さらに重要な問題 を引 き起 こす。 それはIPが 情報提供 をビジネスと

して参入する市場 として見た場合の魅力の低 さである。端末が少ない情報サー ビス市場には、

IPが 本格的な参入努力をす る魅力が存在 しない(⑫)。 このため利用者に魅力 を与えることの出

来る情報が蓄積されず(⑬)、 必然的にサー ビス事業者は情報 ニーズの開拓に苦労することにな

る。伝言FAXの 場合、情報ニーズが不確定であることは、事業者に とっては一貫して問題 であ

ったようである。

F1関 連の情報サー ビスは、サービス事業者が人脈発掘を行い、情報提供の企画 を支援 して実

現したものであった。 このサービスは一時的には大当 りをし、他の情報サー ビス事業者の関心 を

呼んだ ものであった。 しかし大当りをした分、利用層は相 当に大 きいものであったため、マスメ
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ディア(テ レビ)の 放送のタイミングで情報サー ビスの成否が決 まるという側面が強かった。テ

レビ放送が強化 されるにつれて、伝 言FAXの ウエイ トは低下 したようである。その点では、マ

スメディアに適す る情報であるように対象層規模が成長 して しまった と、見 ることができる。

他方利用層が小 さい方は、全般的には ミニコミ指向であり、それ故に事業者には情報ニーズは

不確定で、事業者が情報ニーズを把握 し、情報企画をもって情報の維持 ・更新 を図るのは本来的

に困難である。情報ニーズは調査 を掛けて も把握困難で(実 際多数行われて、結局は把握出来な

いとの結論)、 結局はこのニーズ開拓は、事業者ではな く、専門のIPの 参入に委ねる他はなかっ

た。この様 に、情報ニーズの見極め努力をサー ビスに自律的に組み込むことが出来ないと言う点

は、ビジネス成否の根幹に係わる問題が存在 していることを意味している。

また同時に、F1情 報に代ってサービスの呼び水 となる情報 ソフトをサー ビス事業者が用意で

きなかった と言うこともできる。 この様な情報ニーズの不確定 さがあるので、情報料込みのコス

ト負担水準約200円/枚 が料金 としては高い(④)と いう問題が、時 としては派生 しているよう

である。

III.適切な情報告知法が不明

利用者による操作の容易性(③)に 関す る問題は情報 告知法である。伝言FAXで は 「情報メ

ニュー」の番号 を用いて検索 をす るが、これが可能なのは皮肉にも蓄積情報が少ないためである。

蓄積情報が多 くなったときにはこの方法では難しい。いずれ本格期の情報告知法が必要である。

新聞広告や専門雑誌、 ミニ コミ雑誌などによる番号告知の様な、メディア ミックス的な告知法が

有効であろうが、その場合には情報告知はIPの 責任で行 われ ることとなる。

また 「情報メニュー」の様な告知 ではアクセスが増加 しないとの話を他の同業事業者から聞い

ている。もしそうなら、利用者は同一番号に反復的にアクセスして利用する傾向が強い と言 うこ

とである。現在のFAXは 検索には不向きなので、その様 な使い方は十分あ り得 ることである。

この場合 には、最初のア クセスをどの様に促進するか、その告知法が特に重要になる。 テレビの

広告を見て伝言FAXを 知 ってはいるが利用 したことはない大部分の人々、さらに伝言FAXに 掲

示板サービスや情報板サー ビスがあることを知らない人々を利用にまで導 くための告知法が最大

の問題である。

N.音 声応答による誤操作の発生

FAXの 操作簡単性が裏 目に出て、音声応答の誤操作が多 く発生 している点が、操作容易性の

問題である。将来的にはディスプレーによる操作指示併用 など、誤 り率 を減 らす ことが出来 よう

が、現段階での対応は困難である。誤操作は半減までの改善 は可能だが、それ以上は困難 と見ら

れてお り、FAXに よる情報サービスの抱える問題 として配慮する必要がある。

結局のところ伝言FAXは 、サービス事業者の相当な努力に もかかわらず、情報サー ビスの重

要基盤の1つ である家庭用FAXの 不足が効 いて、事業 としての成長軌道を辿ることが困難な状

況に追い込 まれた、 と見 ることができる。事業者 自身が 「家庭用FAX端 末はもっと普及す ると

予想していた」 としていたように、当然このことの重大性を十分に認識 していたようである。

ところでFAX型 情報サー ビスの強みは、センター ・ツー ・エン ド・サー ビスの強みである情

報の更新性(リ アルタイム性)と 対象層の限定可能性、それにハー ドコピーで提供され ることに

よる情報の蓄積性である。他方、情報内容か ら競合する代替手段 を見ると、大手のマスメディア

より専門性 を持った新聞 ・雑誌類が該当する。それな りの利用度を確保 しているサー ビスを見る
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と、例 えばF1や ラジオ リスナーサー ビス、 タレント情報などでは、上述 したFAX型 情報サー

ビスの競合手段に対する強みの傾向がある様に見える。これらのサービスは、上述した端末不足

の状況にもかかわらず、それなりの利用度 を確保 したという点、すなわち適切な情報 ソフ トがア

クセスを増加 させ る、 と言うことを証明 している。

したが って事業 として見た場合には、加 入者(端 末)不 足でIPの 前向きの参入が見込まれに

くい場合には、サー ビス事業者が加入者(端 末)を 増やすための情報ソフ トの企画をせねばなら

ないことを意味 している。伝言FAXで はサー ビス事業者はこの点に大分苦労 していたようであ

るが、一般に成長初期段階のサービスを展開 しようとする事業者には、この問題 を突破するため

の確度の高い戦略 と、それを遂行す る初期投資が必要になると見るのが妥当である。利用者はコ

ス ト負担があったとしても、情報ソフ トを求めて端末を買い、ない しは加入者になるのである。

この点では、ハー ド(端 末)が 先か ソフ トが先か との提起には、 ソフ トが先 と言う答えになる。

情報ソフ トによって加入者(端 末)を 増加 させ る戦略が必要なのである。非常に厳 しい課題であ

るが、 この種の戦略性の欠如が、伝言FAXの 最大の問題ではなかったか と思われる。

3.情 報サー ビス事業 における戦略性

ここまでで4例 の情報サービスの成否の要因を見てきた。個々の場合についてサービスの成否

にかかわる要因は様々にあるが、共通 して最 も大 きい問題は、図1に おけるサー ビス市場状況の

好循環の成長を実現 させ る方法にあると考 えられる。結果的には端末数が増加(⑨)し 、多種 ・

多様な情報 ソフ トの蓄積(⑬)が 進展することであり、これをどの様に進めたかに、事業の成否

があると考 えられ る。

そこで、今 まで述べてきた4例 について、情報サービス事業者による情報 ソフ トと端末への対

応 を表3に まとめる。テレテルの場合 は、 多くの端末の配布 とIPの 参入促進を行 い、利用者か

らのアクセスを促進 している。プロディジーの場合には、情報ソフ トを準備 し、かつエ ミュレー

ション ・ソフ トを配布 して、アクセスを促進 している。 しか しキャプテンと伝言FAXの 場合は、

アクセスを促進す る方策は殆 どない。伝言FAXの 専用端末設置も有効性 という点では疑問が残

る。この点に前二者 と後二者の大 きい相違がある。前二者は、それな りの規模のサービス事業 と

しての成長 を目指すなら(趣 味グループ的な小規模水準の情報交換 ・サービスでないなら)、情

報ソフ ト準備 と端末準備において、アクセスをそれなりの水準 まで持って行 くための初期投資 と

戦略が必要 となることを示 している。

表3各 事業における情報ソフ トと端末への対応

テレテル プロディジー キャプテン 伝言FAX

情報ソフト準備
○電子電話帳

呼び水的準備

○全部事業者
が準備

一全部IPが 準備 一IPが 準備

端末準備
○無償配布 一端末準備

無し

一端末準備

無し

△共同利用端末

5000台準備

エ ミュ レー シ ョン

ソフ ト配布

○ソフト無償配布 ムソフト無償配布 一最近有償販売 一該当 しない

別 目的の端末

の利用可能性
PC利 用可能 PC利 用可能

最近PCが 利用

可能化

通常のFAX利 用

可能
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現在の情報ニーズは最大公約数的 と言うより、セグメン ト化された専門分野の情報にあると見ら

れてお り、専門情報のサービスが 自律的事業 として成立するためには、多 くの利用者(端 末)を

必要 としている。これは今までも述べてきたことである。この時点に一気に到達することは不可

能であるが故に、 どの情報サー ビスでどれだけの利用者(端 末)を 確保す るか、次の別のサービ

スでさらにどれだけの利用者を確保するか、 と言う見通 しが必要になる。この様な個々の規模の

経済性 と、 さらに複数サービスを含んだ範囲の経済性の実現が、情報サー ビス事業の 自律的成長

を可能にす ると考えられる。この水準の利用者(端 末)数 が クリティカル ・マス と呼ばれている

量である。 しか しこの実現は一筋縄では行かず、このために事業展開の戦略性が必要になる。そ

こまで関与 しなければ、情報サー ビス事業の成長を実現す ることは出来ない、と言 うことである。

またその利用者 を確保する鍵は、初期段階では明らかに事業者が用意す る情報ソフ トであ り、さ

らにはIPが 参入 しやす くなるような仕組である。 それが上述 した成否の差 となってい る、 と見

ることも出来よう。

おわ りに

昨年秋に伝言FAXの サービスの話を聞 く機会 を持って、その後の成長 を期待 していたが、残

念なが ら今年の3月 か らのサー ビスの縮小に追い込まれた、と言 う話 を後になって耳にした。こ

の分野に関心のあるものにとっては、この種のサービスは何 とか成長 して貰いたいと常々期待 し

ているが、その様に行かない例が出るのは残念なことである。そこで今回は、今後の情報サー ビ

ス事業の円滑な発展、ないしはこの種の議論の活発化 を期待 して、 しばらく考えていたことをま

とめ ることにした。今後 まだ沢山のサー ビス事業が現れて来ることであろうし、この研究領域は

未知のことが多い。先輩諸兄のご教示を期待 したい。最後に関係者の情報収集へのご協力に謝意

を表 します。
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